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１．はじめに 
このところ、ＧＤＰギャップという指標について新聞等で話題にされることが増えてきている。

日本のＧＤＰギャップは、内閣府や日本銀行といった政策当局、ＯＥＣＤやＩＭＦなどの国際機

関、そして民間シンクタンク等でそれぞれ独自に試算されており、「需給ギャップ」「デフレギャ

ップ」などの名称で呼ばれることも多い。このＧＤＰギャップは、ＧＤＰその他いくつかの統計

を元に推計される加工指標であるが、マクロ経済全体の需要・供給の過不足関係を示し、また物

価動向の先行きを占う性格も持っているとされる。そのため、マクロ経済状況を把握し政策運営

を考えるに当たっての参考とされたり、あるいはデフレ状況を判断するための指標の１つに数え

られるなどしている。 

このように、ＧＤＰギャップは特に最近になり注目を集めるようになってはいるものの、経済

指標としての評価については、その定義や前提となるデータ、推計方法の違い等に留意しつつ行

われるべきである。本稿では、このＧＤＰギャップがそもそもどのような概念に基づく指標であ

るのかについて、短いながら解説を行う。例として内閣府で定期的に推計されているＧＤＰギャ

ップについて取り上げ、その定義や推計方法をみると共に、他機関で行われている推計について

も簡単に紹介する。 

 

２．ＧＤＰギャップの動向 

まずＧＤＰギャップの最近の動向について確認する。ＧＤＰギャップを推計する上で基本とな

るのは国民経済計算におけるＧＤＰ統計であるが、現時点で日本の四半期ＧＤＰ速報は 2009 年１

－３月期までの数値が公表されている。これを踏まえ、内閣府で試算された最新の推計値によれ

ば、ＧＤＰギャップの推移は以下の通りである。 

 

 

（備考）内閣府試算値により作成。シャドー部分は景気後退局面を示す。

-9.0

-7.5

-6.0

-4.5

-3.0

-1.5

0.0

1.5

1995 96 97 98 99 2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09

（％）

（年）

図１　ＧＤＰギャップの推移
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ＧＤＰギャップは、2002 年１月を谷として始まった景気回復局面を通じ、数年に渡りマイナス

幅の縮小傾向を辿った結果、2007 年１－３月にはプラスに転じた。しかし、その後は頭打ちとな

り、2008 年後半に至ると景気後退から来る実質ＧＤＰ大幅減少の影響を受け、急速に悪化した。

2009 年１－３月期は推計期間中で最大のマイナス幅を記録しており、次に述べるようにマクロ的

な需給が緩和している様子が示されている。 

 

３．ＧＤＰギャップの概念と推計方法 

ＧＤＰギャップのマイナス幅は大幅に拡大しているが、マイナス圏のＧＤＰギャップは概念上、

マクロ経済的にみて需要が供給を下回っている状況に相当する。内閣府で推計しているＧＤＰギ

ャップの定義をみると、以下の通りである。 
 

 
ＧＤＰギャップ＝（実際のＧＤＰ－潜在ＧＤＰ）／潜在ＧＤＰ

ＧＤＰギャップがマイナス値を取るというのは、実際のＧＤＰが潜在ＧＤＰを下回っている状

態を指していることが分かる。潜在ＧＤＰについての内閣府の定義は「経済の過去のトレンドか

らみて、平均的に生産要素を投入した時に実現可能なＧＤＰ」とされているため、ＧＤＰギャッ

プは、実際のＧＤＰと、過去のデータからみた経済の平均的な生産能力とを比べた際の大小関係

を表している。一般的には、平均的なトレンドよりも高いＧＤＰが実現されている時に経済は好

調で物価が上昇しやすく、またその逆であれば、経済は不況で物価下落が生じやすい環境にある

といえる。物価は景気には遅行して変動すると言われており、そのため、ＧＤＰギャップは物価

の先行きを推測する材料としての役割を担っている。 

次に具体的な計算手順をみると、内閣府における潜在ＧＤＰの推計は生産関数アプローチと呼

ばれる代表的な手法によっている1 。まず、以下のように資本投入、労働投入、全要素生産性の

３変数から生産が行われるというコブ=ダグラス型関数を想定する。 
 

ここで、Ｙ：ＧＤＰ、Ａ：全要素生産性、Ｋ：資本ストック、Ｓ：稼働率、Ｌ：労働者数、Ｈ：

労働時間、α：資本分配率である。 

ＳＮＡや鉱工業指数、労働力調査等の統計を用い、各生産要素のトレンドを取るなどして潜在

資本投入、潜在労働投入を推計し、また全要素生産性については、実際の資本投入及び労働投入

から上記生産関数により求められる生産量と、実際の生産量との残差を時系列的にならした値と

して推計する。資本分配率のパラメータを決定した上で、潜在資本投入、潜在労働投入、全要素

生産性の３つの変数を関数に代入すれば潜在ＧＤＰが計算できる。この潜在ＧＤＰと実際のＧＤ

Ｐとの乖離がＧＤＰギャップである。 

なお、実際の計算に当たっては資本ストックとその稼働率を製造業・非製造業に分けて試算す

るなど、上述した以外にも推計精度を向上させるための各種調整が行われている。 

 

                                                        

Ｙ＝Ａ（ＫＳ）α（ＬＨ）１－α 

1
 生産関数アプローチ以外の手法としては、フィルタリングやＶＡＲといった時系列アプローチ、オークン法則

によるアプローチ等がある。 
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４．様々なＧＤＰギャップ 

ところでＧＤＰギャップについては、内閣府推計以外にも異なる定義・推計方法がいくつも存

在している。それらの差異は、まず潜在ＧＤＰをどのように定義するかで分かれる。内閣府のよ

うに、経済の平均的生産能力を潜在ＧＤＰと定めることもあれば、あるいは「インフレを加速も

減速もさせない失業率」の水準を求め、それを達成するＧＤＰを潜在ＧＤＰとする場合もあり、

後者は物価とマクロ的需給との相関をより明示的に想定したモデルと言える。 

しばしば問題とされるのは、「平均概念」による潜在ＧＤＰと「最大概念」による潜在ＧＤＰと

の違いである。既にみた通り、内閣府定義の潜在ＧＤＰは平均概念に基づいている。他方、最大

概念の潜在ＧＤＰとは一般に、利用可能な生産要素を「最大限に」投入した時に実現可能なＧＤ

Ｐを指す。両定義がもたらす大きな違いとして、景気変動に対する影響の受け方が指摘できる。

最大概念の潜在ＧＤＰは、専ら生産要素の賦存量や生産技術の高低によって規定されるため、少

なくとも概念上は循環変動 2の影響を受けない。これに対し平均概念に基づく潜在ＧＤＰでは、

一度大きなショックが生じると、そのショックが循環変動に起因するものであるか経済の構造変

化に起因するものであるかを問わず、定義上、過去の時系列データに基づき推定される経済成長

のトレンド線が屈折しうる。そのため、そのショックが実際にはマクロの最大生産能力に変化を

及ぼさないような場合でも、とりわけ足元の推計値をみる限りは振れを伴いやすいという性質を

持つ。 

2008 年９月にアメリカの大手金融機関が破綻したのち、世界的景気後退の影響を受けて日本の

実質ＧＤＰ成長率は大幅なマイナスを記録したが、これにより、過去のトレンドから推定される

潜在成長率も過去に遡り下方屈折したものとみられる。しかし、このトレンド変化が実際にマク

ロの最大生産能力に影響を及ぼすような経済構造変化を伴うものか、あるいは時間と共に元の成

長経路へ復していく過程での一時的乖離であるのか、現時点で判断を下すことは困難である。従

って、今後新たなデータが追加されてゆくにつれ、潜在ＧＤＰやＧＤＰギャップの推計値は大き

く遡及改訂される可能性もある。 

このような特徴を有するにも関わらず、内閣府をはじめとする各機関で平均概念に基づくＧＤ

Ｐギャップ推計が主流となっているのは、物価の先行きを占う指標としての使いやすさ、分かり

やすさなどを重視していることが大きい。最大概念に基づくＧＤＰギャップは定義上、マイナス

値しか取らないため、平均概念の場合のようにゼロを挟んで需要超過・供給超過といった整理を

行うことができないためである。 

なお、各機関で推計されている潜在ＧＤＰの定義をまとめると以下のようになる。内閣府と日

本銀行の推計は、現在ではどちらも平均概念の潜在ＧＤＰを採用している。 

 

 

内閣府 日本銀行 ＯＥＣＤ ＩＭＦ

経済の過去のトレンド
からみて平均的に生産
要素を投入した時に実
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中期的に持続可能な経
済の成長軌道

持続可能なゼロインフ
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インフレを加速するこ
となく維持することの
できる最大の生産量

潜在ＧＤＰの定義

 

 

 

 

                                                        
2 ここでいう循環変動は、技術進歩など経済の構造変化を伴わない、一時的なトレンドからの乖離を指す。 
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５．ＧＤＰギャップを利用する上での留意点 

最後に、指標としてＧＤＰギャップをみる際の留意点を挙げる。まず、ここまで述べてきたよ

うに、ＧＤＰギャップ及び潜在ＧＤＰには様々な定義、推計方法があり、また推計に用いられる

統計データの違いによっても計算結果には差異が生じる。推計されたＧＤＰギャップの数値は、

水準については幅をもってみる必要があり、その時系列的な方向変化を捉えることに意味がある。

このことを確認するため、国際機関が公表している推計値と内閣府の推計値を比較すると下図の

ようになり、３つの機関の推計値は、水準に関しては時期により差が生じているものの、その変

化の方向についてはほぼ一致していることが分かる3 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この他、元となるＧＤＰ等の統計が基準改定や季節調整替えなどにより改訂された場合にも、

それを踏まえて再推計されるＧＤＰギャップ及び潜在成長率は事後的な改訂を受けることになる。

ＧＤＰギャップは、経済の過熱や悪化の状況を累積的に捉えることができ、物価の先行きを考え

る上でも興味深い指標ではあるが、その時系列推移の評価については、このように様々な点に留

意しつつ行われるべきものと考えられる。 
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3
 ＯＥＣＤ推計については、2008 年 12 月時点の試算と比べて推計方法が変更されており、前回推計と比較する

と最近時点の潜在ＧＤＰは金融危機の影響をより強く受けて低めに算出されるようになった。なお、ＯＥＣＤと

ＩＭＦは将来予測も公表しており、2009 暦年のＧＤＰギャップをそれぞれ－6.1％、－8.0％と見込んでいる。 
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各機関で推計しているＧＤＰギャップの推移図２　
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